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新聞は、国の内外で日々起きる広範なニュースや情
報を正確に報道し、多様な意見・論評を広く国民に
提供することによって、民主主義社会の健全な発展
と国民生活の向上に大きく寄与している。

新聞が果たす公共的・社会的役割は、全国津々
浦々に張り巡らされた戸別配達網・新聞販売所の活
動によって支えられている。

はじめに

デジタル化が進み、多様な情報伝達手段が登場する
今日だが、新聞は中核的メディアとして機能している。



指摘事項 新聞協会回答

１．エネルギー消費原単位算出の分母は、
延べ床面積よりも発行部数の方が一般に
分かりやすいのではないか。

・新聞印刷工場は、他業種と比べフル稼
働する時間帯が限られる。このため建屋
系のエネルギー消費量が、動力系よりも
ウエートが大きい場合が多い。
・自社工場での印刷、グループ会社での
印刷、他社への委託など、印刷体制の実
態は複雑。各社の部数と印刷工場のエネ
ルギー使用量の連動性を把握するのは難
しい。
・省エネ法に準拠し、全社の参加を維持
する点からも、延べ床面積を基に算出し
ている。

２．建築的なハード、ソフト面の取り組
みが目立つ。建築とそれ以外の取り組み
で、それぞれどれくらいCO₂排出を減らし
ているのか示してほしい。

部門ごとのエネルギー消費量の分析はし
ていない。業界全体で取り組みを推進し、
これまで目標の水準をクリアしてきた。

１．昨年度専門委員会での指摘事項の整理
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指摘事項 新聞協会回答

３．監理外としている輸送部門について
状況を把握してほしい。

・輸送状況は共同輸送も含めてかなり複
雑。
・荷主の努力義務として、委託先には環
境に配慮した車両の導入などを働き掛け
ている。会員社アンケートでは、１１社
が２０２０年度に「委託先で環境に配慮
した車両を導入」と回答。（詳細は２０
ページ）
・有効な取り組みは研修会や機関誌を通
じ、加盟社間で共有している。

４．新聞業界として再生可能エネルギー
の利用を検討してほしい。

・会員社アンケートで現状を把握。（詳
細は２１ページ）
・本社、支社、印刷工場などに太陽光発
電設備を導入しているのは６社。
・本支社で使う電力をグリーン電力に切
り替えているのが２社。
・再生可能エネルギーについては研修会
のテーマに採用。情報共有を継続。

１．昨年度専門委員会での指摘事項の整理
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加盟社数：

新聞99社 通信4社 放送22社 （2022年2月現在）

新聞・通信社従業員数：

96社（法人単位）3万6898人（2021年4月現在）

発行部数：

3302万7135部 （2021年10月現在。朝夕刊セット1部換算）

戸別配達率：

95.77％ （2021年10月現在）

1世帯当たり部数：

0.57部 （2021年10月現在）

２．新聞協会の概要
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読者

新聞社

通信社

輸送会社

販売所

印刷工場
販売所は独立事業者
※折り込み広告（新聞に折
り込んであるチラシ）は、新

聞社から独立した新聞販
売所の事業。

２．新聞協会の概要

新聞が届くまで
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新聞・通信社は、企業として、省エネ・リサイ
クル活動を推進し、地球温暖化防止に向けた努
力をする。

新聞・通信社は、報道・言論・事業活動を通じ、
環境問題に対する読者の意識を高める。

３．新聞協会の環境対策の取り組み

（基本認識と対応）

基本認識と対応
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紙とデジタルの関係

報道機関が地球温暖化対策に貢献する手段は、国民にあまねく
情報を伝達すること。この使命を全うする媒体として、我々は、
環境負荷低減を目的に「紙」を減らして「デジタル」媒体を増
やすという考え方はとっていない。「紙」か「デジタル」かの
以前に、国民が情報に接する機会を増やすことが重要。

「紙」と「デジタル」
一方の需要が増えれば

もう一方が減るというものではない

（基本認識と対応）

３．新聞協会の環境対策の取り組み
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（新聞協会の組織）

３．新聞協会の環境対策の取り組み

新聞メディアの強化に関する委員会
（15社15人の経営幹部で構成）

｜

新聞・通信社環境対策会議
（15社15人の総務・管理部門責任者で構成）
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（第３次自主行動計画の策定）

３．新聞協会の環境対策の取り組み

➢ 2007年10月 「環境対策に関する自主行動計画」

➢ 2013年 4月 「環境対策に関する第２次自主行動計画」

第２次計画の2020年数値目標は、2015年度までに達成を確認。

2016年12月、新たな2030年数値目標を策定し、

「環境対策に関する第３次自主行動計画」に移行。

移行6年目の現在、鋭意努力中。
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（2030年数値目標①）

３.新聞協会の環境対策の取り組み

数値目標指標は「エネルギー消費原単位」

エネルギー消費量（原油換算・kl）

÷
延べ床面積（㎡）

2030年まで年平均１％削減を目指す
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エネルギー消費原単位算出の分母は

「延べ床面積」

・省エネ法準拠

・エネルギー消費の実態に合致

・削減率が見えやすく、各社の参加を後押し

・新聞印刷工場の性質を考慮

３．新聞協会の環境対策の取り組み
（2030年数値目標②）

12



≪新聞社の印刷工場の特性≫
・印刷から発送完了まで様々な工程があるうち、工場がフル稼働
する印刷時間帯は短い（販売店に届ける時刻が決まっているた
め）。

・照明や空調など建屋系のエネルギー消費量が、機器類を稼働さ
せる動力系よりもウエートが大きい場合が多い。

≪新聞印刷の実態≫
・自社での印刷、グループ会社での印刷、他社への委託など、
社により印刷体制が異なる。

・各社の部数と印刷工場のエネルギー使用量の連動性を把握する
のは難しい。

新聞協会は今後も、生産量ではなく「延べ床面積」により、
エネルギー消費原単位を算出していくことにしている。

３．新聞協会の環境対策の取り組み
（2030年数値目標③）
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2020年度環境自主行動計画

◎参加社数 ：１０５社

◎カバー率 ：１００％

参加社数、社数カバー率とも

昨年度に続き100％を達成

３．新聞協会の環境対策の取り組み
（参加社数・カバー率）

（対象＝新聞・通信105社）
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（達成状況）

３.新聞協会の環境対策の取り組み

現時点でクリア
15

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

エネルギー消費原単位 95.24 89.72 85.97 83.20 79.61 75.52 71.80 68.96

年平均削減率（％） ▲5.8 ▲5.0 ▲4.4 ▲4.4 ▲4.5 ▲4.6 ▲4.5

エネルギー消費量
（原油換算・万kl）

23.38 22.27 21.55 21.37 20.54 19.19 18.49 17.38

延べ床面積（千㎡） 2454.2 2481.8 2506.3 2568.3 2579.7 2541.6 2575.1 2520.6

社数カバー率（％）
調査回答社数（社）

94.4
102

95.4
103

98.1
106

99.1
107

98.1
106

97.2
104

100
107

100
105

2030年数値目標の達成状況（エネルギー消費原単位の推移）

※調査は新聞協会加盟新聞・通信105社が対象。
※過去のエネルギー消費量などに修正が出た場合は、翌年度に修正後の数値で再計算している。
※年平均削減率はすべて基準年度（2013年度）比。



（その他）

３.新聞協会の環境対策の取り組み

【参考】
2013年度比のCO₂排出量削減率▲３９.８％
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・印刷損紙の節減 77社が実施(2013年度比で13社増)

・環境対応型インキの使用 64社が実施(2013年度比で9社増)

溶剤に大豆油を使ったインキの導入

高濃度インキを採用し使用量を削減

（新聞製作・流通過程での取り組み①）

３．新聞協会の環境対策の取り組み

■省エネ関連
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（新聞製作・流通過程での取り組み②）

３.新聞協会の環境対策の取り組み

■リサイクル関連

・刷版をリサイクルし、再度刷版として利用

33社が実施(2013年度比で11社増)

・新聞梱包用バンド、古紙のリサイクル
73社が実施(2013年度比で19社増)

＜先進事例＞

・工場の損紙を製紙会社に引き渡し再利用する

「損紙クローズド・ループ」の展開

・プラスチックごみのサーマルリサイクル推進

・新聞古紙を回収し製紙会社に直接引き渡す

「クローズド・ループ」の展開
18



■技術開発関連

・現像不要の無処理刷版の導入（採用率58.6％※）
現像液の廃液を削減

※新聞協会の調査で128工場中75工場が導入

＜先進事例＞

・文字や写真を表現する「網点」の高精細化
インキ量を削減。生産段階のエネルギー使用量、CO₂排出量
削減に寄与

※技術開発は各社対応が原則。新聞協会は優れた技術の顕彰、
機関誌やセミナーでの紹介などを通じ、業界内の情報共有と
意識向上に努めている。

３．新聞協会の環境対策の取り組み

（新聞製作・流通過程での取り組み③）
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■環境配慮型車両の導入（新規設問）

・環境配慮型の車両の導入（委託先への働き掛け）

20年度は11社が「委託先で環境に配慮した車両を導入」と回答

BlueTecシステム搭載車、天然ガス車、アドブルー装備車、アイドリングス

トップ機能装備車 など

＜先進事例＞

・新聞輸送便に塩などを混載する共同輸送

荷主である新聞社と外食チェーンの連携により実現

輸送効率を高め排出CO₂を削減

加盟社間の情報共有

・22年2月の研修会は「EVトラックの動向」がテーマ

３．新聞協会の環境対策の取り組み

（輸送関連の取り組み）
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■再生可能エネルギーの導入（新規設問）

・本支社、印刷工場に太陽光発電パネルを設置（6社）

・本支社で使う電力をグリーン電力に変更（2社）

＜エネルギー関連の取り組み例＞

・温室効果ガス削減義務率を超えて削減した排出枠を自治体に

寄付

・太陽光発電などを手掛ける地元の新電力会社に出資

加盟社間の情報共有
・22年2月の研修会はグリーン電力がテーマ

・機関誌で各社の取り組み例を紹介

３．新聞協会の環境対策の取り組み

（再エネの導入に向けた取り組み）
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■省エネ関連
（ハード面）

・照明の間引きや省エネ・人感センサー型照明器具の導入

（実施率84.8％）

20年度は18社が照明のLED化を推進

（19年度は21社が対応）

・電力機器等の抑制、省エネ対応機器の導入（実施率64.8％）

20年度は12社が省エネ型業務用エアコン、吸収式冷温水機などを導入

（19年度は10社が対応）

３．新聞協会の環境対策の取り組み

（本社・印刷工場を通じた取り組み①）

22



■省エネ関連
（ソフト面）

・ウォームビズ・クールビズの実施（実施率92.4％）

・不要照明等のこまめな消灯（実施率88.6％）

・パソコン・OA機器等の省エネ設定やこまめな電源オフの徹底

（63.8％）

・空調機器の使用時間の見直し（実施率62.9％）

３．新聞協会の環境対策の取り組み

（本社・印刷工場を通じた取り組み②）

23



■環境問題に関する報道

‧ 新聞・通信各社は近年、環境問題に関する報道を加速度的に増やし
ている。

‧ 59社の記事データベースから集計すると、「気候変動」に関する記
事の本数は、10年が5083本。21年は4倍を超える2万2188本。

‧ パリ協定（15年採択、16年発効）、政府の「2050年カーボンニュー
トラル」宣言（20年）、温室効果ガス削減目標引き上げ（21年）な
どで環境問題への注目が高まる中、質量ともに充実した報道で読
者・市民の関心に応え、意識の向上に貢献している。

３．新聞協会の環境対策の取り組み

（環境問題に関する報道①）
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３．新聞協会の環境対策の取り組み

（環境問題に関する報道②）

※新聞・通信59社のデータベースから集計。
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３．新聞協会の環境対策の取り組み

（環境問題に関する報道③）

※新聞・通信59社のデータベースから集計。
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３．新聞協会の環境対策の取り組み

（環境問題に関する報道④）

※新聞・通信59社のデータベースから集計。
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３．新聞協会の環境対策の取り組み

（環境問題に関する報道⑤）

※新聞・通信59社のデータベースから集計。
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■報道・言論・広告・事業活動
（会員社アンケートから）

多岐にわたる活動で、読者・市民の環境問題に対する意識を

高めている。

・環境啓発記事・広告の掲載（実施率57.1％）

・環境関連事業の主催・共催・協賛（実施率42.9％）

・環境理念・基本方針等の設定（実施率30.5％）

・自社ウェブサイトでのPR（実施率23.8％）

３．新聞協会の環境対策の取り組み

（情報発信①）
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■報道・言論活動の例

・気候変動に警鐘を鳴らす企画記事

・SDGsの理解促進を図る若年層向けの連載・特集

■広告活動の例

・SDGsに関する学びの場を作る広告企画

※32ページ以降に事例を抜粋

３．新聞協会の環境対策の取り組み

（情報発信②）
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■主催事業の例

・環境対応の商品・サービスの展示会

・環境対策に関する検証事業

・地域の植林・緑化活動

※32ページ以降に事例を抜粋

３．新聞協会の環境対策の取り組み

（情報発信③）

このほかの例

・SDGs達成への方策を議論するフォーラム
・環境をテーマにした新聞コンクール
・親子向け環境教室

・河川の清掃ボランティア活動
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４．加盟各社の啓発活動

加盟各社の啓発活動事例

①朝日地球会議（朝日新聞社）

②日韓（韓日）国際環境賞（毎日新聞社）

③太陽光発電システムの導入（読売新聞社）

④日本最大級の環境展示会「エコプロダクツ」の開催（日本経済新聞社）

⑤「ふくのわプロジェクト」（産経新聞社）

⑥基幹２工場の輪転機６セットを省電力タイプに更新（北海道新聞社）

⑦「あしたのみどりキャンペーン」 （河北新報社）
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４．加盟各社の啓発活動

加盟各社の啓発活動事例

⑧「富士山クリーンキャンペーン２０１９」 （静岡新聞社）

⑨ＳＤＧｓ紹介記事（信濃毎日新聞社）

⑩リサイクルの日（10/20）に合わせてSDGｓ展を実施（中日新聞社）

⑪支局のＬＥＤ照明化（京都新聞社）

⑫改正瀬戸内法を巡るさまざまな動きを記事で紹介（山陽新聞社）

⑬アイドルグループSTU48とSDGsの現場を取材（中国新聞社）

⑭環境問題について、こども面や連載などでの幅広い紙面展開（西日本新聞社）

⑮環境問題に関する配信記事（共同通信社）
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４．加盟各社の啓発活動 ①朝日新聞社

朝日地球会議2021
朝日新聞社は毎年秋、国際シンポジウム「朝日地球

会議」（環境省など後援）を開催しています。2021
年は10月17～21日、前年に続いてオンラインで開催
しました。

21年の視聴者数は5日間でのべ約105万人となりま
した。事前登録者数は約1万7千人に達し、前年に比べ
て4割増。国内では全47都道府県から、海外は40カ
国・地域から登録がありました。

「気候変動」２部構成で配信
「希望と行動が世界を変える」をメインテー
マに、５日間に配信したセッションは約30。
このうち、気候変動をテーマにしたセッショ
ンは２部構成にしました。

21年秋には英国で国連気候変動枠組み条約
締約国会議（COP26）が、中国で国連生物多
様性条約（ CBD）の第 15回締約国会議
（COP15）があることを念頭に、第１部では、
気候変動と生物多様性について研究者が最新
の動きを報告。世界的な保険・金融グループ
の幹部もパリからリモート参加し、これらの
分野と投資についての考えも披露しました。
第２部では、日本企業の現場の取り組みと、

環境や社会問題での取り組みを重視する
「ESG投資」について、さらに突っ込んだ討
論をしました。
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４．加盟各社の啓発活動 ②毎日新聞社

日韓(韓日）国際環境賞
1995年、日韓国交正常化30周年を記念して韓国の朝鮮日報社と創設。第27回の2021年は日本側・ＮＰＯ法人
自伐型林業推進協会、韓国側・玄眞旿北東アジア生物多様性研究所所長に賞金各１万㌦などが贈られた。

自伐型林業推進協会は皆伐などとは逆の小規模な伝統的林業で、環
境を保護し経済的に成り立つ林業の普及に尽力、玄所長は植物研究を
基礎に環境保護や教育活動に尽力している功績が評価されました。
日本、韓国、中国、フィリピン、台湾、ロシア極東地域を含む東ア

ジア地域は、急速な経済発展の動向が注目を集めています。急速な工
業化とエネルギー消費の増大に伴う大気汚染、酸性雨などの公害問題
が国境を越えて広がっており、地球温暖化などにより自然環境の劣化
も危惧されています。両社は環境問題を共通テーマとして顕彰活動を
行うことで、両国のみならず東アジア全体の環境保全への機運を高め、
調和のとれた発展に寄与できると確信しています。
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４．加盟各社の啓発活動 ③読売新聞社

読売新聞東京本社は2021年8
月、群馬工場（群馬県藤岡市）に
大規模な太陽光発電システムを導
入した。屋上に設置された太陽光
パネルは2300平方ｍ（屋根面積
の72％）に及び、年間50万ｋ
WH以上を発電する見込み。発電
した電力はすべて工場で使用され、
年間消費電力の約11％を賄う計
画だ。同システムの導入で二酸化
炭素の排出量は年間約235㌧削減
（杉の木約１万6800本が１年間
に吸収する量）される見通し。本
社では引き続き脱炭素への取り組
みを推進していく方針だ。

2021年5月12日付朝刊

上（設置前）、下（設置後）

太陽光発電システムの導入
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４．加盟各社の啓発活動 ④日本経済新聞社

エコプロOnline２０２０

エコプロ2020は新型コロナウイルスの影響を踏まえ、東京ビッグサイトでの開催に代えてオンライン上

で開催。特別企画展「エコスタディルームOnline」「海洋プラスチックごみ対策パビリオン」と合わせて、

123社・団体が出展し、44,823人（アーカイブ期間を含む）が来場。環境問題解決やSDGs（持続可能な開

発目標）の実現に向けた様々な取り組みに関する情報を発信した。また、オンラインでのセミナーでは、

SDGs、海洋プラスチックなどのテーマで約4,000人が受講した。

2020年11月25日（水）～28日（土）（アーカイブは12月25日まで）
NIKKEI NEON（日経オンライン展示場）で開催

来場者総数 44,823人
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３．加盟各社の啓発活動 ⑤産経新聞社４．加盟各社の啓発活動 ⑤産経新聞社

38

衣類のリユースでパラスポーツを応援！

ふくのわプロジェクト
産経新聞社では2016年より、家庭などから不要な衣類を寄付してもらい、売却した収益で５

つのパラスポーツ競技団体を応援している。活動を始めた背景には、取材時に幾度となくパラ関
係者から聞かされた「東京パラリンピックが終わったら、企業や世間のパラへの関心が急速にな
くなってしまうのではないか？」という不安の声を、少しでも軽減できたらという思いがあった。
財政基盤が脆弱とされる競技団体を、持続的に応援し続ける仕組みづくりを模索し、資源物の中
では回収が著しく遅れている衣類に着目した。

衣類の売却益は1㌔７～10円と薄利だが、これまでに全国の数十万人から500トンの衣類が寄
せられ、約800万円を競技団体等に寄付している。

昨今は、SDGｓの観点から、ふくのわに協力してくれる企業や団体が増えていることを実感し
ている。

コロナ禍で東京パラリンピックは無観客での開催となった。大会終了後、複数の競技団体から
「ふくのわを通じて多くの人が応援してくれていることを実感できた」とメッセージが寄せられ
た。

▲2021年10月9日付 産経新聞全国版
共生社会をテーマに、パラ選手に
インタビュー。

▲東京パラリンピックの結果報告に
パラ・パワーリフティング男子72㌔級
宇城元選手が来社。衣類をたくさん
寄付してくれた。

ふくのわでは毎年、応援先競技団体と連

携してパラスポーツの魅力を発信するイベ

ントを実施している。2021年は日本障害

者カヌー協会の指導の下、10月16日に茨

城県・霞ヶ浦で「水の上は究極のバリアフ

リー」をテーマに、パラカヌーの体験会を

開催した。



４．加盟各社の啓発活動 ⑥北海道新聞社

新聞社において輪転機の更新は２０年に一度の大イベントである。当社子会社の印刷会社では、札幌圏
向けの新聞を印刷する基幹２工場の輪転機６セットを、２０１８年３月から２年がかりで更新した。輪転
機は、印刷工場で電力使用量が最も大きな機械設備である。今回の更新では、旧機と比較して１割以上の
省電力となる機種を選定したほか、セット数を６セットから５セットに減らし、電力使用量を大幅に削減
した。また、全機を製版材料（アルミ板）の使用量が少ない４×１（フォーバイワン）機に変更し、製版
材料も、薬液処理が不要な無処理版に変更して廃液を減らすなど、環境対策も行った。

基幹２工場の輪転機６セットを省電力タイプに更新
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４．加盟各社の啓発活動 ⑦河北新報社

2009年から、杜の都のみどりを育むことを目的に続けている事業で、今年13年目を迎えた。
11年の東日本大震災後には、失われた「みどりの再生」をテーマに加え、15年からは、幼稚園や地域の団体

からの要望などを受けて植林・花壇づくりを支援。市民一人一人にみどりを育む活動を広げようと取り組んで
いる。
（2021年6月30日付 朝刊）

「あしたのみどりキャンペーン」
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４．加盟各社の啓発活動 ⑧静岡新聞社

富士山にまつわる読み物で環境
啓蒙紙面を展開。

昨年は年間を通して登山道が閉
じられ２年ぶりに登山客を迎えた
富士山。この先も美しい富士山を
守り続けていくために、新しい向
き合い方が求められている。

（２０２１年８月１９日付朝刊）

富士山クリーンキャンペーン２０２１
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４．加盟各社の啓発活動 ⑨信濃毎日新聞社

「ＳＤＧｓ」引き続き発信

国連が提唱する「持続可能な開
発目標（ＳＤＧｓ）」について知
り、学び、行動につなげてもらう
広告企画「ＮＡＧＡＮＯ ＳＤＧ
ｓ ＰＲＯＪＥＣＴ」を21年も
引き続き展開している。長野県内
の児童生徒や教員を対象にした出
前授業やセミナーを開催している。
９月を「ＮＡＧＡＮＯ ＳＤＧｓ
ＷＥＥＫｓ」として県内企業、学
校、団体にイベントの実施を呼び
掛け、取り組みを紹介した。
また、若者向けのページ「信毎

ヤンジャ」での連載「実践ＳＤＧ
ｓ」も継続。県内の企業や学校な
どの環境関連活動を取り上げてい
る。
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４．加盟各社の啓発活動 ⑩中日新聞社

リサイクルの日（10/20）に合わせてSDGｓ展を実施

東京本社（東京新聞）では循環型社会の実現を目指す活動を応援するSDGｓ展を17日間（10/20～11/5）に
渡って本社1階ロビーで開催した。もっと身近にSDGｓを感じてもらうことが大切と考え、世界のゴミの14％
を占める繊維ゴミから作った再生紙の実物を展示し、製造工程における原料の実物にも直接触れることができ
るようにしてリサイクルの可能性を肌で感じてもらえるようにした。
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４．加盟各社の啓発活動 ⑪京都新聞社

支局のＬＥＤ照明化
支社・支局で自社物件のものについて、順次照明器具

のＬＥＤ化をすすめている。
執務室はもちろん、宿直室や突き出し看板照明など含

め照明器具を付け替える工事を行っている。
支局によっては竣工当時から同じ器具を使い続けてい

るところもある。環境面はもちろん、劣化による破損や
火災なども考えられるため、安全面も考慮している。

44



４．加盟各社の啓発活動 ⑫山陽新聞社

改正瀬戸内海環境保全特別措置法（瀬戸内
法）が2021年6月に成立した。「きれいな
海」だけでなく、漁業資源でもある生き物が
多様な「豊かな海」に再生する方針を盛り込
んでおり、環境保全を新たな段階に進める大
きな転換点となる。
山陽新聞社は、法改正の動きに注目。環境

相と地元中高生や大学生とのオンライン対談
をはじめ、米作の肥料の中に含まれているプ
ラスチック殻の海への流出の現状、プラ殻を
めぐる対策に向けた国や県、農業者らの動き
などを紙面で継続的に取り上げている。また、
ノリやカキ養殖をはじめとした水産業振興を
目的に、プランクトンの養分となる窒素やリ
ンなど「栄養塩」を下水処理施設で管理する
取り組みについても紹介した。

改正瀬戸内法を巡る
さまざまな動きを紹介
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４．加盟各社の啓発活動 ⑬中国新聞社

アイドルグループSTU48とSDGsの現場を取材
SDGs（持続可能な開発目標）

を身近に感じてもらうため、瀬戸
内を拠点に活動しているアイドル
グループSTU48と連携して2021
年元日に１ページ特集「STUの
Step SDGs」を掲載し、3月から
月１回展開した。海岸のごみ、食
品ロスなどの課題解決やサステナ
ブルなファッション実現に取り組
む現場をメンバーが取材し、中国
新聞デジタルには動画も掲載。広
島市内の大学でSTU48メンバー
と学生によるワークショップも開
催した。
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４．加盟各社の啓発活動 ⑭西日本新聞社

㊤九州の地場企業のトップに取り組みを
聞く。
㊨九州で洋上風力の可能性に早くから着
目し、奮闘してきた企業や自治体、地域
の姿を追う。
㊧子供紙面ではSDGｓや再生可能エネル
ギーなど幅広く展開。

環境問題について、
こども面や連載などでの幅広い紙面展開
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４．加盟各社の啓発活動 ⑮共同通信社

環境問題に関する配信記事
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５．最後に

➢ 戸別配達網によって紙の新聞が読者に届けられることが
日本社会の安定に寄与している。

➢ 新聞はほとんど再生紙を使っている。

➢ 各社は従来から啓発記事などを積極的に発信して、環境
問題の重要性を読者に伝えてきた。同時に自社ビルや関
連施設などで省エネに努力し続けている。

日ごろはスクープ競争でライバル関係にある加盟各社だ
が、環境問題についての考え方は、各社の経営トップを
含め加盟全社で共有している。
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５．最後に

新聞・通信各社は

今後も民主主義の発展に寄与し、

環境負荷低減の牽引役となるよう

業界を挙げて引き続き努力する。
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日本新聞協会ホームページ「Pressnet」

「新聞界における環境への取り組み」

https://www.pressnet.or.jp/about/environment/index.html

（注）当資料に収録する記事やデータ類の無断利用、転載を禁じます。
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